
国家戦略の観点からの「政策推進のための全体指針」（たたき台）
～東日本大震災の影響と対応の方向～

複合災害

○地震
○津波
○原子力災害

Ｃ 将来不安
○空洞化懸念
○需要下振れ懸念
○財政不安定化懸念

放射線被害

○汚染被害
○風評被害
○放射線不安

供給制約

○電力不足
○サプライチェーン

の損壊
○競争力喪失

１．回避すべき日本の成長下振れリスク

○マクロ
経済運営

震災の日本経済に
与える影響の見極め

【原則１】成長戦略の再出発・再強化

【原則２】東日本復興を先駆例に日本の経済・社会システムを質的に転換

【原則３】復興に全力、このため財政健全化の取組も強化

２．迫られる重要政策の再設計

復興投資 成長率低下のリスク

○成長戦略○税・社会保障
一体改革
財政運営戦略

財政の信認維持

・経済連携

世界と共に日本
が再生する戦略

・農業再生

東日本復興という
新たな課題の
発生

・エネルギー
温暖化戦略

新たな短期、中期、
長期の戦略が必要

・空洞化防止
海外戦略

ﾒｶﾞﾘｽｸに耐えうる
経済・産業構造の
確立

３．日本再生に向けた経済・財政・成長戦略の再出発

主要課題の重要性は変わらず、先送りせず取組まなければならない。
歴史的転換点との認識のもと、「攻めの姿勢」で、国民の総力を挙げ「新しい国をつくる」。

成長戦略

経済連携
戦略

経済連携
戦略

農林再生
戦略

農林再生
戦略

エネルギー
温暖化戦略
エネルギー
温暖化戦略

経済戦略 財政戦略

空洞化防止
海外戦略
空洞化防止
海外戦略

日本の再生東日本大震災復興

５月論点整理、６月下旬基本方針

日本再生が東日本復興を支え、東日本復興が日本再生の先駆例に

税社会保障
一体改革

財政運営戦略



既存の主要戦略の概要

空洞化防止・アジア拠点化・海外戦略

経済連携
（包括的経済連携に関する基本方針 平成２２年１１月閣議決定）

農業再生
（第３回食と農林漁業の再生実現会議（平成２３年２月） 「農業再生の中間整理に向けた検討の方向(たたき台)」）

エネルギー・温暖化戦略

空洞化防止・アジア拠点化 海外市場の開拓

国内投資促進プログラム
（法人税減税等）

【民間設備投資額】
６３兆円 ⇒ １００兆円

アジア拠点化・対日直接
投資加速化プログラム

（アジア拠点の更なる法人税の減税等）
【外資系企業雇用】

７５万人 ⇒ ２００万人

グローバル人材・高度人材受け入れ
【外国人留学生】

１４万人 ⇒ ３０万人
【在留外国人高度人材】
２．５万人 ⇒ ５万人

訪日外国人３０００万人
プログラム

８６０万人 ⇒ ３０００万人

第４期科学技術基本計画（研究開発基盤強化）
ＧＤＰ比３．８％ ⇒ ４％

パッケージ型インフラ輸出

１．５兆円 ⇒ ２０兆円

農林水産物・食品の
総合的輸出戦略

５０００億円 ⇒ １兆円（２０１７年）

クール・ジャパン

アジアへのコンテンツ輸出１兆円

※数値は２０２０年目標（注釈付を除く）

ＥＰＡ促進

世界の主要貿易国との間で、高いレベル
の経済連携を進める

ＴＰＰ

関係国との協議を開始
（注）「６月を目途に、交渉参加について結論を出す。」

（新成長戦略2011、平成23年１月閣議決定）

国内改革

・食と農林漁業再生⇒６月基本方針、１０月行動計画
・人の移動 ⇒６月基本的な方針
・規制制度改革 ⇒３月具体的方針

政策パッケージの確立と集中展開
（「攻め」の農業へ、５年間で加速）

農業再生と高いレベルの経済連携を両立

競争力・体質強化
攻めの担い手実現、６次産業化、
農地流動化・集約化、食の安全

地域振興
「地域社会を支える農業」の維持

直接支払制度

消費者負担から納税者負担への移行の検討
↓

直接支払制度のあり方の検討

高いレベルの経済連携の実行
↓

開国による恩恵の分配メカニズムの構築

経済・財政
（新成長戦略、財政運営戦略 平成２２年６月閣議決定）

財政健全化目標財政健全化目標

平成23～25年度における「基礎的財政収支対象経費」平成23～25年度における「基礎的財政収支対象経費」

23年度 24年度 25年度

基礎的財政収支対象経費

【22年度　70.9】

歳出の大枠

717171

マクロ経済目標マクロ経済目標

○平均で名目３％、実質２％を上回る成長

○フェーズⅠ：デフレ清算（需給ギャップの解消）

○フェーズⅡ：需要・供給バランスのとれた成長




